
区分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

当初予算（a） 9,888 9,024 8,544 7,776 7,872

補正予算（b） 0 0 0 0

繰越し等（c） 0 0 0 0

合計（a＋b＋c） 9,888 9,024 8,544 7,776 7,872

9,888 9,024 8,544 7,776

100% 100% 100% 100%

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

当初予算（a） 153,876 155,016 391,231 446,602 408,659

補正予算（b） 0 0 0 0 0

繰越し等（c） 0 0 0 0 0

合計（a＋b＋c） 153,876 155,016 391,231 446,602 408,659

153,876 155,016 391,231 446,602

100% 100% 100% 100%

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

当初予算（a） 1,813,513 1,366,158 1,334,036 1,116,012 886,464

補正予算（b） 0 0 0 0 0

繰越し等（c） 0 0 0 0 0

合計（a＋b＋c） 1,813,513 1,366,158 1,334,036 1,116,012 886,464

1,813,513 1,366,158 1,334,036 1,116,012

100% 100% 100% 100%

実績評価書

（厚生労働省24（X－1－1））

施策目標名 国際機関の活動へ参画・協力や海外広報を通じて、国際社会に貢献すること（施策目標Ｘ－１－１）

施策の概要

本施策は次の①～③のために実施しています。
①国際労働機関が行うディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）実現のための事業等に対して
協力するために実施している。
②世界保健機関等が行う技術協力事業に対して協力すること
③経済協力開発機構が行う研究・分析事業に対して協力すること

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、

関連計画等）

【アジア太平洋地域技能就業能力計画】
アジア太平洋地域技能就業能力計画に対して、拠出金の拠出を行うことにより、本計画の設立目的である
「アジア太平洋地域における職業訓練に関する専門的知識、経験、資材・施設等を相互に活用した職業訓練
分野での技術協力を推進することによって、これら諸国の職業訓練及び技能の水準の向上、雇用の拡大ひ
いては経済・社会開発を促進すること」を達成する。(厚生労働省設置法第４条第１０９号)

【国際労働機関拠出金事業】
国際労働機関（ILO）を通じ、東南アジア各国における雇用、労働問題の解決を助け、ディーセントワーク（働
きがいのある人間らしい仕事）の実現を図ることを目的としています。（国際労働機関（ILO）憲章第13号）

【世界保健機関等拠出金事業】
世界保健機関（WHO）や国際合同エイズ計画（UNAIDS）を通じ、感染症対策やエイズ対策などの国際保健分
野における諸課題への取組を強化することを目的としています。（世界保健機関憲章第57条(WHO)、国際連
合経済社会理事会決議1994/24第12条(UNAIDS)）

【経済協力開発機構拠出金事業】
経済協力開発機構による世界経済の主要国の雇用労働・社会問題・保健医療分野の様々な課題に関する
多角的・総合的な研究・分析を通じて、日本の雇用労働・社会保障政策等の改善を図ることを目的としていま
す。
（OECD予算規則第20条第１項）

予算書との関係
・関連税制

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
（項）国際機関活動推進費：経済協力に係る国際分担金等の支払に必要な経費
［平成24年度予算額：6,321,405千円］

施策の予算額・執行額等

※　「執行額」欄には、独法
の運営費交付金は含まな

い。

【アジア太平洋地域技能就業能力計画】

26年度要求額

予算の
状況

（千円）

7,872

【国際労働機関拠出金事業】

区分 26年度要求額

予算の
状況

（千円）

380,447

380,447

7,872

執行額（千円、d）

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

予算の
状況

（千円）

890,079

890,079

執行額（千円、d）

執行額（千円、d）

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

【世界保健機関等拠出金事業】

区分 26年度要求額

執行率（％、d/(a＋b＋c)）



21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

39,608 37,160 33,277 27,953 26,705

0 0 0 0

0 0 0 0

39,608 37,160 33,277 27,953 26,705

39,608 37,160 33,277 27,953

100% 100% 100% 100%

基準値 目標値

- 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

- 88% 100% 100% 100% 100% 100%

- - - - -

基準値 目標値

- 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

- 100% 100% 100% 100% 集計中 80%

80% 80% 80% 80% 80%

基準値 目標値

- 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

- - 139ヵ国 141ヵ国 158ヵ国 集計中 185ヵ国

- 135ヵ国 155ヵ国 165ヵ国

基準値 目標値

- 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

- - 71ヵ国 78ヵ国 18ヵ国 32ヵ国

28ヵ国
※H23～25の3
年間の目標値
   H27まで38ヵ
国が目標値

- - -

基準値 目標値

― 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

― 3.72 3.92 3.92 3.00

3.00 3.00 3.00 3.00 3.00

基準値 目標値

― 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

― 3.69 3.75 3.75 3.00

3.00 3.00 3.00 3.00 3.00

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c） 25,369

執行額（千円、d）

【経済協力開発機構拠出金事業】

区分 26年度要求額

予算の
状況

（千円）

当初予算（a） 25,369

補正予算（b）

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等

のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

- - -

指標４
・エイズ治療のため、国連合同
チームが技術援助を提供した
国の数＊　（平成23年度から)
＊エイズの影響が大きい38ヶ

国対象
・国連合同エイズ計画

(UNAIDS)による支援を受け、
エイズ治療とケアサービスを拡
大した国の数(平成22年度ま
で:平成23年の国連総会等に
おいて関係戦略が見直された

ため)

実績値

年度ごとの目標値

指標5
OECD事業のうち、日本が拠出
している事業の各国利用状況

評価平均

実績値

平成25年実施予定

測定指標

　　　　　　　　指標１
アジア太平洋地域技能就業能
力計画のワークショップ参加者
が自分の所属機関等において
ワークショップの成果を政策や
事業等何らかの形で活用した
割合

実績値

年度ごとの目標値

指標２
プロジェクト（国際労働機関が
行うディーセントワーク（働きが
いのある人間らしい仕事）実現
のための各種事業）毎に設定
されている計画の達成状況

実績値

年度ごとの目標値

指標３
主な流行性疾患への備えと対
応のために、国家準備計画と
標準的作業手段が設置された

国の数

実績値

年度ごとの目標値

年度ごとの目標値

【参考１】
OECD事業に拠出した国の
各国利用状況の評価平均

実績値

平成25年実施予定

年度ごとの目標値



有効性の評価

【アジア太平洋地域技能就業能力計画】
日本が先進例を示すことができる分野で、各国からのリクエストに基づき、時
宜に合った職業能力開発上の課題への施策の促進を支援しており、近年
は、訓練ニーズに対応した職業訓練の実施、若年者の雇用可能性を高める
職業能力開発をテーマとして取り上げており、実効性が高い。
また、　本事業を実施することにより、各国の職業訓練に関する現状分析や
提言、職業訓練センターのためのハンドブックの策定等、本事業で得られた
結果が各国の行動計画策定等に寄与している。

【国際労働機関拠出金事業】
○プロジェクト毎に設定されている計画の達成状況（指標2）は平成23年度ま
で100％を達成しております。アジア地域における低所得者・女性・障害者に
向けた　政策形成支援を行うなど、東南アジア地域における社会セーフティ
ネット構築の確立のため、効果的な支援の実施に努めています。

○現在各国において社会的保護制度の整備が重要となっており、ILOに限ら
ず、G20・APEC・ASEANにおける国際会議においても、その重要性は指摘さ
れております。したがって、国際社会における日本のプレゼンスを向上させる
観点からも、当事業は有効であると言えます。

【世界保健機関等拠出金事業】
○主な流行性疾患に対応している国の数（指標３）は、平成23年度において
95％の達成率にあります。
保健医療・公衆衛生分野において、我が国は長年の経験を有しています。こ
れらの知見を基に、WHOが行う国際的な保健・医療活動を支援・貢献するこ
とは、世界全体の健康増進・疾病管理を通して我が国の健康水準の向上を
もたらすことから、有効性が非常に高いといえます。

○エイズ治療のため、国連合同チームが技術援助を提供した国の数（指標
４）は、平成24年末までに目標の28ヶ国を大幅に超える32ヵ国を達成しまし
た。
UNAIDSへの拠出で、エイズの予防及び治療ケアの拡大という国際保健の
向上に資することにより、国際社会における日本のプレゼンスを示し、加え
て、国内におけるエイズの広がりを防止する観点からも、有効性があると言
えます。

【経済協力開発機構拠出金事業】
○OECDは医療・年金・雇用分野の報告書を作成し、国際比較のデータベー
スを作成するなど、効果的な取り組みが行われていると考えられます。指標
5は、日本が拠出しているOECD事業の評価を示しています。その評価は、５
段階のうち中間値の３以上の評価を得ることが一つの基準になると考えられ
ますが、平成20～22年度の評価平均は3.92と、３を大きく超えており、事業は
有効であると考えられます。



評価結果と
今後の方向性

効率性の評価

【アジア太平洋地域技能就業能力計画】
本事業は、アジア太平洋地域の技能開発の活性化を図るため、事業の効果
的な実施に向けILO（国際労働機関）と毎年協議を行い実施しているところで
あり、同地域の職業訓練水準向上の効果的な方法のためのワークショップ
を開催する等により、コスト削減に努めています。また、費目・使途について
は、研修費用等に限定されています。

【国際労働機関拠出金事業】
○ILOは世界の労働者の労働条件の改善に長年貢献してき国際機関である
とともに、労働問題の専門家集団です。世界の労働問題の解決に向け、ILO
に拠出することはその他の機関に資金援助するよりも実効性が高いと言え
ます。

【世界保健機関等拠出金事業】
○WHO拠出金事業は、①感染症対策分野といった日本が国際的な影響力
を保ちつつ、日本の国益に関係する分野と共に、②食品安全・医療安全分
野といった内政への直接的な影響が想定される分野に拠出するものです。
単に国際協力だけではなく、日本の保健政策の両面に資するため、効率的
であると言えます。

○日本におけるHIV新規感染者数は減少傾向が認められず、国内における
HIVの感染拡大が懸念されています。UNAIDSは、HIV感染者、エイズ感染者
の治療に留まらず、感染予防対策や、感染者への社会的対応等に関しての
モデルを各国に示すなど、各国連機関が実施するエイズ対策の調整を行う
中核的な役割を果たしており、UNAIDSに拠出することは、効率性が高いと言
えます。

【経済協力開発機構拠出金事業】
○日本は、経済協力開発機構の研究・分析事業のうち、自国にとって有効と
考えられるOECD事業に拠出しております。日本が積極的に協力・貢献して
いる医療分野の事業（評価平均4.00）等、当省が拠出金を出しているOECD
の事業の評価平均は指標５のとおり3.92と、【参考１】の全事業の評価平均
3.75を上回っております。
　これは、当省が拠出金を適切に配分し、また資料の提供等の事業への貢
献を行い積極的に働きかけることによって事業の質が高まり、効率的な事業
の実施がなされたためと考えられます。

○ＯＥＣＤは、1200名を超える専門家を抱える「世界最大のシンクタンク」で，
経済・社会分野において多岐にわたる活動を行っている先進34カ国からなる
国際機関です。よって、ＯＥＣＤの事業に拠出することは、日本単独で得るこ
とが困難な、先進諸国のデータや研究成果を得るのに効率的であると言え
ます。
　また、ＯＥＣＤの研究・分析事業において、複数のプロジェクトに拠出するこ
とにより、多くの分野の情報収集を図ることができます。



　評価の総括
（現状分析（施策の必要性の

評価）と今後の方向性）

【アジア太平洋地域技能就業能力計画】
アジア太平洋地域技能就業能力計画のワークショップ参加者が自国におい
てワークショップの成果を政策や事業等で活用しているほか、各国の職業訓
練に関する現状分析や提言等、本事業で得られた結果が各国の行動計画
策定等に寄与していることから、職業訓練分野での技術協力を推進すること
による各国の職業訓練及び技能の水準の向上という目的は達成できてい
る。
今後は、ワークショップで明らかになった技能ニーズと職業訓練とのミスマッ
チ、若年者の雇用可能性を高めるための職業能力開発等の課題とその対
応について、ILOが域内各国と連携しどのように具体化していくのかをフォ
ローアップし、その成果を情報共有していくことが必要であり、各年のアジア
太平洋地域技能就業能力計画にこのような取組を組み込むよう働きかけて
いく。

【国際労働機関拠出金事業】
【現状分析】
○各事業とも、事業毎に設定されている計画目標を１００％達成しています。
また、各事業が目指す社会セーフティーネット構築によるディーセントワーク
の実現は、上述のとおり各種国際会議において重要性が指摘されており、
引き続き必要な事業を継続する必要があります。
○また、東南アジア地域のセーフティネット構築や雇用・労働問題の支援
は、日系企業が東南アジアに海外展開を進める現状において、その動きを
支援するものになりえております。

【今後の方向性】
○引き続き、当省が拠出しているプロジェクトについて、国際労働機関アジア
太平洋地域総局（ＩＬＯ ＲＯＡＰ）が作成する報告書を精査し、有効に事業が
実施されているか確認します。
 また、実施状況をレビューするための年１回のＩＬＯ ＲＯＡＰとの年次協議で
は、アジア地域の援助ニーズを把握し、プロジェクト内容の見直しを適宜行
います。
 そして、プロジェクトの実施期間（概ね3年間）終了時には、プロジェクト存続
の必要性を検討し、初期の目標を達成した事業については終了することとし
ます。

【世界保健機関等拠出金事業】
【現状分析】
○結核・マラリア等の感染症の克服、新興・再興感染症のアウトブレイクへ
の対応のみならず、非感染性疾患（がん・生活習慣病等）、国民皆保険等の
保健・医療制度の拡充という新しい課題に対応していくことが国際的に求め
られており、世界一の長寿国である我が国が積極的に貢献していくことが必
要とされています。

○上述の通り、日本を含め世界のエイズ対策においてはこれまで順調に成
果が上がっているものの、2015年のミレニアム開発目標達成に向けて一層
の努力が必要とされています。

【今後の展望】
○今後も、WHOやUNAIDSの事業状況を見直し、拠出額・拠出内容を常に検
討しながら事業を展開していきます。

【経済協力開発機構拠出金事業】
【現状分析】
○日本が拠出している事業について、各国利用状況の評価平均は3.92と全
事業の評価平均3.75を上回っており、加盟国から高く評価を受けていること
からも、効率的に国際社会へ貢献していると言えます。

【今後の方向性】
○引き続き、日本の国内情勢や制度を踏まえた質の高い事業が実施される
よう、国際会議を通じてOECDとの積極的な意見交換・情報共有を行い、日
本の状況等に関して的確な認識を持つよう促していきたいと考えておりま
す。



評価結果の政策への
反映の方向性

予算について
以下の方向で検討します。
見直しの上（増額／現状維持／減額）

税制改正要望について
―

　機構・定員について
―

（注）「アジア太平洋地域技能就業能力計画」については、職業能力開発局海外協力課長　高橋　哲也

学識経験を有する者の知
見の活用

厚生労働省政策評価に関する有識者会議福祉・年金ワーキンググループ（平成25年度7月11日開催）で議
論いただいたところ、人的貢献の指標化の可否について質問があったが、人的貢献を定量的に指標化する
ことは困難であるため、指標には反映しておりません。

参考・関連資料等

○指標１について
・アジア太平洋地域技能就業能力計画（SKILLS－AP）ワークショップ参加者の所属機関（各国能力開発行政機関）によ
る評価結果（ワークショップで得られた知識・スキルを新しい制度の導入、既存の制度の運営等に活用できたか）
・関連事業の行政事業レビューシート
http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/gyousei_review_sheet/2012/h23_pdf/0450.pdf

○指標２について
関連事業の行政事業レビューシート
ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/gyousei_review_sheet/2012/h23_pdf/0447.pdf

○指標３について
WHOの2010-2011計画予算及び性能評価報告書等
関連事業の行政事業レビューシート
URL:http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/h22_gyousei_review_sheet/pdf/0502.pdf

○指標４について
UNAIDSの2012-2015予算及び結果報告書等
関連事業の行政事業レビューシート
URL:http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/h22_gyousei_review_sheet/pdf/0502.pdf

○指標５・【参考１】について
・OECD事業実施報告（PIR, Programme Implementation Reporting）
OECD加盟国がOECDの事業の利用状況を１～５の５段階で評価した調査報告。２年おきに評価が実施され、平成23、
24年分は平成25年度に実施し平成26年１月に公表される予定。
・OECDの事業年（暦年）と当省予算年度の関係：OECDの事業に対しては、その前年度の当省予算から拠出
（OECDの平成24年（暦年）事業については、当省平成23年度予算から拠出）。

担当部局名 大臣官房国際課 作成責任者名 国際課長　堀江　裕 政策評価実施時期 平成25年9月


